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        平成28年度厚生労働省科学研究費補助金（免疫アレルギー疾患等政策研究事業） 

「ソーシャルマーケティング手法を用いた心停止下臓器提供や小児の臓器提供を含む臓器提供

の選択肢提示を行う際の対応のあり方に関する研究」班 

     

            分担研究：小児科領域の選択肢提示の実態に関する調査研究 

 

              平成29年分担研究報告書 

     「保護者の脳死・脳死下臓器移植に対する意識に関する調査」 

   主任研究者 江口有一郎 佐賀大学医学部地域医療支援学講座消化器内科学 

    分担研究者 市川光太郎 北九州市立八幡病院小児救急センター 

 

【研究要旨】 

（目的）臓器移植法の改定が行われても 15 歳以下の小児の脳死下臓器移植症例がなかなか増え

ない現状において、保護者に対する子どもの脳死や脳死下臓器移植に対する意識調査を行い、子

どもの臓器移植を決定可能な保護者の特徴を評価して、脳死とされうる状態での脳死判定からオ

プション提示等の方法論の改善につなげることを目的とした。 

（方法）調査は小児科外来を受診した保護者を対象にアンケート用紙に回答する方法で行った。 

（結果）1,445人の保護者から回答が得られ、属性では87.5％が母親で、66％に幼児以下の子ど

もがいて、93%が健康な子どもであった。ドナーカードの保有率は 14.8％であった。子どもの年

齢と健康状態でのカード保有率に有意差は認めなかった。 

 脳死はヒトの死に対する考えは、「そう思う」が 42.8％、「思わない」が 47.7％であった。子

どもの脳死下臓器移植に対して、「賛成」が 22.9％、「反対」が 2.9％、「どちらとも言えない」

が73.0％であった。わが子の脳死とされうる状態の受容は、「できる」が4.4％、「できない」が

31.1％、「できるかも？」が62.3％であった。子どもの臓器提供の意思を尋ねられる場合、「積極

的に話を聞く」が2.3％、「聞きたくない」が7.3％、「聞いて考える」が67.6％であった。わが

子の脳死下臓器移植に関しては、「考えられない」が 15.4％、「積極的に考える」が 3.6％、「説

明によっては考える」が60.8％であった。自由記載では受容型・迷い型・否定型に分類したが、

医師との強いコミュニケーションが不可欠であるとの意見が多く、また、脳死判定基準の精緻性、

診断の正確性など、終末期医療を含めた医療側の詳細な説明を希望していた。 

（考察）保護者のカード保有率は既存の報告と同程度であった。脳死はヒトの死の考えは、そう

思う・思わないが半々であり、予想より、脳死はヒトの死の考えが多いと思われた。子どもの脳

死下臓器移植も賛成が多かったが、わが子の脳死の受容は受容できないが多かった。一般論と我

が子の場合にはその考え方に相当の隔たりが存在していた。 臓器提供の意思の問い合わせ、実

際の脳死下臓器移植では否定的な意見が多かったが、話や説明によって考えるという保護者が過

半数を超えており、やはり脳死や脳死下臓器移植に関する情報不足で日頃から現実的に考得るこ

とがないものと思われた。脳死問題に関する父母の考えには有意差をもって父親が肯定的で有

り、その父性・母性や見聞の違いが生じる生活スタイルに基づくものと予測された。 

（結語）アンケート結果から、「知る機会がない」、「考える機会がない」との意見が多く、脳死・

脳死下臓器移植等に関する情報不足、議論不足が保護者の脳死問題に関する理解・考察不足につ



 
 
                                                            

 2

ながっており、実際に脳死現場での正確な対応ができないと考えられた。いずれにせよ、議論や

考察する機会が日常的に少なく、その機会が増やすことが不可欠である。また、父母の考え方の

違いを明らかに認め、母が子どもの脳死問題にやや消極的であることから、特に母親への啓発が

重要と思われ、臓器のみならず精神性の命の移植を啓発すべきである。 

 

【見出し語】 

保護者の意識、小児の脳死、小児脳死下臓器移植、脳死診断の正確性、父母の意見の相違

 

A.研究目的 

 平成22（2010）年7月の「臓器移植に関す

る法律の一部を改正する法律」いわゆる臓器

移植改正法の制定により、15歳未満からの小

児の脳死下臓器移植が可能となった。しかし、

現実には、小児の脳死下臓器移植症例がなか

なか増えない現状である。小児医療関係者の

脳死と臓器移植に関する意識調査は法改正

前の 2008 年に日本小児救急医学会会員の報

告 1）がある。しかし、子どもを持つ保護者の

子どもの脳死や脳死下臓器移植に対する意

識調査は今まで皆無であり、今回、実際に15

歳未満の子どもの臓器移植を決定可能であ

る小児科受診の保護者の意識を把握して、今

後の小児の脳死とされる状態での脳死判定

からオプション提示等の方法論の改善につ

なげることを目的とした。 

 

B.研究方法 

 北九州市とその近傍の開業小児科医を受

診し、調査協力に同意した保護者に直接的ア

ンケート調査（表1）を行い、その場で回収

し、北九州市立八幡病院小児救急センターに

配送して頂き、当センターにて集計・統計処

理を行った。 

 なお、統計学的検討は,Fisher検定を用いて

処理を行い,p<0.05 以下を有意とした。 

C.倫理的検討 

 アンケート調査対象は各小児科医院を受診

した、調査協力に同意した不特定の保護者で

あり、個人的評価は行い得ないアンケート調

査である。さらに、アンケート内容と方法に

関しては、北九州市立八幡病院倫理委員会の

議を経て実施して行っており、本調査に倫理

的問題は認めない。 

D.研究結果 

（1）アンケート調査（表1） 

 2017年5月1日〜6月30日の期間におい

て、北九州市内及び近郊の小児科診療施設11

施設に通常診療で受診された保護者に対し

て、アンケート目的に同意を得られたケース

に調査を行い、総数1,445人の保護者から回

答が得られた。 

（2）アンケート内容別結果（回答者属性） 

①回答者属性-Ⅰ（受診家族の種類） 

 1264人87.5％が母親、129人8.9％が父親、

36人2.5％が祖母、7人0.5％が祖父、その

他が9人0.6％であった（図1）。 

②回答者属性-Ⅱ（最少年齢の子ども） 

 子どもの年齢層で子どもの脳死への考え

方が異なるかもしれないと考えて、我が子の

最少年齢を質問した。5歳未満の幼児の保護

者が66.0％と過半数を占め、低年齢の子ども

の保護者が多い結果であった（図2）。 

③回答者属性-Ⅲ（子どもの健康状態） 

 子どもの健康状態（寝たきり、長期脳死状

態など）で子どもの脳死への考えが異なるか

もしれないと考えて設問に加えた。結果は

93.1％が健康な子どもであり、寝たきりは

0.8％、健康とは言えないが寝たきりでも無

い基礎疾患を有している保護者が5.4％存在

した（図3）。 
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 この中でドナーカード（以下、カードと表

記する）保有率を検討したが、健康な子ども

で 14.8％の保有率、寝たきりのお子さんで

0.0％、健康とは言えないが寝たきりでも無

い基礎疾患を有している場合 12.8％の保有

率であった。 

（3）保護者のカード保有率 

 保護者のカード保有率は14.8％であった。 

保有率は保護者の比率とほぼ同じ保有率で

あったが、母親の中で 14.6％、父親の中で

16.3％、祖父の中で28.6％、祖母の中で5.6％

であった（図4）。 

 記入率を設問していないが、保有率だけで

の評価としては、既存の報告とさほど変わら

ない比率で一定の保護者がカードを有して

いた（図5）。 

（4）子どもの年齢層とカード保有率 

 同胞の中で最も低年齢の子どもの年齢層

を設問して、分類した。乳児が21.3％、5歳

未満の幼児が44.7％（合わせて、幼児以下が

66.0％）、5歳〜10歳未満が18.5％、10歳以

上が14.2％であり、幼児以下の子どもを有し

ている保護者が多かった。それぞれの年齢層

でのカード保有率は乳児15.6％、幼児13.8％、

5〜10 歳未満17.9％、10歳以上11.2％であ

った。この年齢層別に保護者のカード保有率

に統計学的有意差は認めなかった。 

（5）臓器移植に限り「脳死はヒトの死」と

いう考えに対する思い 

 回答者全員では「そう思う」が42.8％、「そ

う思わない」が47.7％との結果であった（図

6）。しかし、「そう思う」の父母の中での比

率は父親の 55.8％、母親の 40.9％で有意差

（p＜0.0１）を持って父親が多かった。当然

ながら、逆に「そう思わない」は有意差（p=

＜0.01）を持って、母親に多かった。また、

カード所持には「そう思う」と「そう思わな

い」に有意差は認めなかった（図7）。 

 また、「そう思う」と「そう思わない」に

子どもの年齢層や子どもの健康状態での有

意差は認めなかった。 

（6）子どもの脳死下臓器移植に対する意見 

 回答者全員では「賛成」が22.9％、「どち

らとも言えない」が73.0％、「反対」が2.9％

であった（図 8）。「賛成」の父母の中での
比率は母親の21.9％、父親の33.3％であり、

有意差（p=＜0.01）を持って、父親に多い結

果であった。「どちらとも言えない」は母親

の742％、父親の62.8％デリ、有意差（p=＜

0.01）を持って、母親に多い結果であった。

「反対」は母親の 2.8％、父親の 3.1％であ

ったが、有意差は認めなかった。 

 さらに、カード保有において、カード保有

は「賛成」が「どちらとも言えない」に比べ、

有意差（p=＜0.01）を認めた（図9）。 

 また、「賛成」、「どちらとも言えない」、「反

対」に子どもの年齢層や子どもの健康状態で

の有意差は認めなかった。 

（7）わが子の「脳死とされうる状態」の受

容はできるか？ 

 回答者全員では「絶対受容できない」が

31.1％、「もしかしたら、受容できるかもし

れない」が 62.3％、「受容できる」が 4.4％

であった（図10）。 

 「絶対受容できない」の父母の中での比率

は母親の 32.8％、父親の 18.6％であり、有

意差（p＜0.01）を持って母親に多かった。「も

しかしたら、受容できるかもしれない」は母

親の 61.9％、父親の 62.0％で有意差は認め

なかった。「受容できる」は母親の3.1％、父

親の16.3％で有意差（p＜0.01）をもって父

親に多く認めた（図11）。 

 カード保有においては、カード保有は「絶

対受容できない」が「もしかしたら、受容で

きるかもしれない」に比べ､有意差（p=＜0.01）

をもって少なかった（図11）。 

 また、「絶対受容できない」、「もしかした

ら、受容できるかもしれない」、「受容できる」

において、子どもの年齢層や子どもの健康状

態での有意差は認めなかった。 
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（8）脳死下臓器移植医療の一貫で、わが子

の臓器提供の意思を訊ねられる場合 

 回答者全員では「臓器提供は絶対しないの

で話も聞きたくない」は7.3％、「話だけは聞

いて考えてみる」は67.6％、「移植希望なの

で積極的に話を聞く」は2.3％であった（図

12）。 

 「臓器提供は絶対しないので話も聞きたく

ない」の父母の中での比率は母親の7.4％、

父親の7.0％であり、有意差は認めなかった。

「話だけは聞いて考えてみる」は母親の

68.3％、父親の62.0％であり、有意差は認め

なかった。「移植希望なので積極的に話を聞

く」は母親の 2.0％、父親の 4.7％であり、

p=0.0598と有意差は認めなかった。 

 カード保有においては、カード保有は「臓

器提供は絶対しないので話も聞きたくない」

に比し「話だけは聞いて考えてみる」が有意

差（p＜0.05）をもって多かった（図12）。 

 また、「絶対受容できない」、「もしかした

ら、受容できるかもしれない」、「受容できる」

において、子どもの年齢層や子どもの健康状

態での有意差は認めなかった。 

（9）わが子の脳死下臓器移植に関して 

 回答者全員では「全く考えられない」が

15.4％、「説明によって考える」が 60.8％、

「積極的に考える」が3.6％、「移植を希望す

る」0.7％であった（図13）。 

 「全く考えられない」の父母の中での比率

は母親が父親に比し有意差（p＜0.01）をも

って多かった（図14）。「説明によって考える」

と「積極的に考える」は母親と父親に有意差

は認めなかった。 

 カード保有においては、カード保有は「説

明によって考える」が「全く考えられない」

に比し､有意差（p＜0.01）をもって多かった

（図14）。 

 また、「全く考えられない」、「説明によっ

て考える」、「積極的に考える」、「移植を希望

する」において、子どもの年齢層や子どもの

健康状態での有意差は認めなかった。 

 さらに、「全く考えられない」、「説明によ

って考える」、「積極的に考える」、「移植を希

望する」において、子どもの年齢層や子ども

の健康状態での有意差は認めなかった。 

（10）子どもの脳死診断および臓器移植に関

しての自由意見 

 色んな意見が記入されていたが、「受容型」

と「迷い型」「否定型」に大別して、その抜

粋を表2に示した。 

 特記すべきは脳死診断基準が正確なの

か？脳死の判断・判定が間違いないか？と、

現在の医学基準に疑問を有している保護者

が居られると言うこと、提供後のドナーのフ

ォローをきちんとして欲しいとの想いの保

護者も居られると言うことが判った。 

 現実的に、一般知識として、脳死・脳死下

臓器移植・子どもの脳死に関しての知識は十

分でないため、わが子がその状態になったと

きに深慮するほどの知識が無いとの意見が

多かった。すなわち、日常生活に子どもの脳

死を含めて、脳死・脳死下臓器移植を話題に

して議論するなどの機会が無いのが現状で、

わが子の場合に決断できないことが予想さ

れるとの意見が多く、普段から日常生活で議

論ができるような情報も欲しいとの意見が

みられた。 

 

E.考察 

 これまで、小児救急医療関係者の脳死と臓

器移植に関する意識調査は一般社団法人日

本小児救急医学会が法改正前の2008 年 3月

と2016 年７月とに2度行った会員調査報告

があり、8年間で、脳死や臓器移植に関して

随分と前向きな意識に変化していることが

報告 2）3）された。 

 しかし、実際の保護者の意識調査は皆無で

ある。そこで、2017年5月1日〜6月30日

の期間において、通常小児診療にて一般外来

受診の保護者に無作為に子どもの脳死と脳
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死下臓器移植の意識調査を行い、協力を得て

回答を頂いた保護者が同意を得たと判断し、

1,445人から回答を得て、その分析を行った。 

 回答者の87.5％が母親で、次いで父親、祖

母、祖父であり、通常の受診形態と同じであ

った。さらに、子どもの年齢で脳死に対する

考え方も変わるであろうとの推察により、家

庭で最も小さな子どもの年齢層を設問した

が、疾病罹患の多い、幼児以下が66.0％と通

常診療と同じ傾向であった。また、子どもの

健康状態に関しては、93.1％が健康で有り、

寝た切りなどの基礎疾患を有しているお子

さんは少なく一般外来診療対象と変わらな

い傾向であった。以上から、今回の調査の回

答者の属性は一般小児外来受診対象者と変

わらないと考えられた。なお、子どもの年齢

層、健康状態において保護者全体のカード保

有率に有意差は認めなかった。 

 保護者全体でのカード保有率（記入率は設

問していない）は 14.8％であったが、2004

年読売新聞 9％、2012 年オリコンリサーチ

17.7％、2016年8月JOT（日本臓器移植ネッ

トワーク）22.8％（認知率68％､記入率11.1％）

の報告に比し、やや低値といえるかもしれな

いが、お互いの調査対象者が不明のため、地

方の一般家庭の保護者のカード保有率が極

端に低いとは考えなくて良いと考えられた。

カード保有の回答者属性実数は保護者の構

成割合とほぼ同じであった。なお、保護者間

のカード保有率に有意差は認めなかった。ま

た、子どの年齢層別や健康状態のカード保有

率には有意差を認めず、これらの要素は保護

者のカード保有率に影響は与えないことが

判った。 

 臓器移植に限り「脳死はヒトの死」という

考えに関して、「そう思う」が半数近く

（42.8％）いて、「そう思わない」（47.7％）

と余り変わらないことが判り、我が国の脳死

の考え方に一定の理解があることが判った。

この視点からいけば、もっと子どもからの臓

器移植数が延びても良いと想われるが、何ら

かの臓器提供に進めない要素が存在すると

想われ、その要素を見いだすことが課題であ

る。 

 この背景で、父親のほうが、母親より有意

に「そう思う」との考えが多かったこと、も

ちろん、母親が「そう思わない」との考えが

有意に多かったことから、子どもの脳死に対

する考え方は父母間で有意な相違がある
ことから、母親の意識を高める活動が必要

である。なお、子どもの年齢層や健康状態は

この考えに影響は与えていなかった。  

 子どもの脳死下臓器移植に対する意見に

おいて、反対は3％以下で、賛成が23％と反

対より多かったが、73％はどちらともいえな

いとの答えていて、日常生活にて現実的に脳
死・臓器移植の問題を考える機会がない、

少ないことが予想された。属性別には父親が

母親に比し有意差をもって賛成が多かった。

また、どちらとも言えないは有意差をもって

母親に多いと言う結果であった。この相違は、

脳死問題等に見聞する頻度に差があり、父母

の生活スタイルの違い、父性・母性の違い
によるものが予想された。さらに、カード保

有率を見てみると賛成の回答者がどちらと

も言えない回答者に比し有意差をもって高

かった。この結果は予測範囲内であった。な

お、子どもの脳死下臓器移植に対する意見で

子どもの年齢層や健康状態は特に有意な所

見は認めなかった。 

 わが子の「脳死とされうる状態」の受容に

関して、受容できないが30％強であり、受容

できる4％余り、もしかしたら受容できるか

もしれないが60％強で有り、明らかにわが子

の受容はできないが多かった。しかし、もし

かしたら受容できるかもしれないが半数を

超えているということは、ターミナルケアの

一環として、脳死診断が不可欠であることを

啓発していくことが、一般社会で脳死受容
率が変わる可能性が示唆されると考えられ
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た。父母の考えでは、有意差をもって、母親

に受容できないが多かった。もしかしたら受

容できるに父母の有意差は認めなかったが、

受容できるは父親が有意差をもって多かっ

た。この理由は子どもの脳死下臓器移植に対

する考えと同じで、父母の生活スタイルの違

いや父性・母性の相違によるものと予測され

た。 

 カード保有率は絶対受容できないが、もし

かしたら受容できるかもしれないに比し､有

意差をもって少なかったことは予想に違わ

ない結果であった。 

 なお、わが子の脳死の受容に対する意見で

子どもの年齢層や健康状態は特に有意な所

見は認めなかった。 

 脳死下臓器提供の一環でわが子の臓器提

供の意思を訊ねられる場合に関しては、 

話も聞きたくないは7％強、移植希望なので

積極的に聞くは2％強であり、話だけは聞い

てみるが67％余りであった。特にどの項目も

父母との違いに有意差は認めなかった。しか

し、話だけは聞いてみるが過半数存在するこ

とは、脳死判定から診断、臓器提供の正確な

プロセス、その後の流れ・フォローなどの説

明が、わが子が症例となった時点でなく、日

常的に広く行われることが重要であると考

えられた。 

 わが子の脳死下臓器移植に関して、全く考

えられないが15％強、積極的に考えるが4％

弱、移植を希望するも0.7％認めたが、やは

り説明によって考えるが60％と大半を占め、

多くの保護者がわが子という現実では十分

に考察できる状況に無いことを示している

と考えられた。特に、母親が父親に比し有意

差をもって全く考えられないが多かった。こ

の理由は、父性・母性の相違など前述の項で

の考え方と同じと想われた。説明によって考

えるという点は父母に有意差は認めなかっ

た。なお、カード保有率は説明によって考え

るが全く考えられないに比し､有意差をもっ

て多かった。以上のことから、臓器提供・移

植に関する説明を、日常診療の中でも医療
側がきちんと行うこと、さらに日頃から子ど

もの脳死と臓器提供の話題を提供すること

により、わが子の臓器移植をさらに積極的に

考える人が増える可能性はあると想われる。 

 子どもの脳死診断および臓器移植に関し

ての自由意見は表2に抜粋して纏めたが、色

んな意見があり、子どもの脳死下臓器移植を

進めるにあたって参考になる意見が多数認

められた。意見は「受容型」と「迷い型」、「否

定型」に三別して検討した。 

 現時点での子どもの脳死判断基準が正し

いのか？実際の脳死診断・判定が間違いない

のか？との基本的な不安意見も認めた。移植

後のドナーのフォローを危惧する意見も認

められた。また、医師との強いコミュニケー

ションが不可欠であるとの意見が多く、医師

との信頼関係の元に成り立つとの考えであ

った。 

 以上からも、現実的に、一般知識として、

脳死・脳死下臓器移植・子どもの脳死に関し

ての知識は十二分では無いため、わが子がそ

の状態になったときに深慮・決定判断するほ

どの知識が無いと考えられる。すなわち、日

常生活に子どもの脳死を含めて、脳死・脳死

下臓器移植を話題にして議論するなどの機

会が少ないために、わが子の場合に決断でき

ないことが予想され、普段から日常生活で議

論ができるような情報・機会を作るべきであ

り、特に母親向けの啓発活動・研修会・母親

教室などが求められる。さらに、脳死下移植

医療は臓器の提供移植のみならず、ドナーの

精神性の命も移植されルことを理解して貰

う必要があると考える。 

 啓発活動の具体的方法論は今後喫緊に検

討すべきであるが、SIDS防止月間、虐待防止

月間を厚労省が制定して活動しているよう

に、脳死・臓器移植問題啓発キャンペーン月

間は制定し、JOTと情報提供や啓発活動に
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賛同する5類提供施設が協働で地域での啓発

活動を行う（施設にイセンティブを付けるこ

と等も考慮）などを検討していくことも必要

であろう。 
F.結論 

 小児科外来受診保護者への子どもの脳

死・臓器移植のアンケート調査を行った。 

 保護者のカード保有率は 14.8％で既存報

告率とさほど差は認めなかった。子どもの年

齢層や健康状態別にカード保有率に有意差

はなかった。脳死はヒトの死との考えは半数

弱であり、意外と多い印象であった。子ども

の脳死下臓器移植に関する意見では賛成が

反対より多いものの、過半数がどちらとも言

えないであり、現実的にこの問題を熟慮でき

ていないとも考えられた。カード保有率は賛

成で有意に多い結果は予測通りであった。わ

が子の脳死とされうる状態の受容は受容で

きないが、受容できるに比し圧倒的に多く、

この課題にても過半数がもしかしたら受容

できるかもしれないと答えていることは、や

はり、日頃からこの問題に関しての意思が決

定されていないと思われた。脳死とされうる

状態になったわが子の臓器提供の意思を問

われた場合、絶対聞きたくないとの意見もあ

ったが、話だけは聞いて考えてみるとの回答

が過半数も認めたことは前述の考察通りに

日常的に意思決定していないと言うことだ

ろうと思われた。カード保有率は話だけは聞

いて考えてみるとの回答者が絶対聞きたく

ないとの回答者に比し、統計学的に有意に多

かったことも予測される結果であった。わが

子の脳死下臓器移植は全く考えられないが

15％を占めたが、やはり、説明によって考え

るが過半数を占めていたことも日常的にこ

の問題が一般家庭で話題になっていないと

予想される結果と考えられた。 

 一方、父母の考えの相違は統計学的有意差

を認めて、「脳死はヒトの死との考えへの賛

成」、「子どもの脳死下臓器移植に対する賛

成」、「わが子の脳死状態の受容」で父親が有

意に多い結果であったことから、父母の生活

スタイルに違いによりこの問題への見聞の

量的問題ではないかと推測された。 

 その他の自由意見を含めて、知る機会がな

い」、「考える機会がない」との意見が多く、

脳死・脳死下臓器移植等に関する情報不足、

議論不足が保護者の脳死問題に関する理

解・考察不足につながっており、実際に脳死

現場での正確な対応ができないとの回答が

多かった。いずれにせよ、議論や考察する機

会が日常生活において現時点でないことが

現実的意思決定ができないことにつながっ

ており、おそらく家族もその機会が増えるこ

とを期待していることと想われ、もっとその

機会を政策的に増やす必要がある。例えば、

脳死・臓器移植問題啓発キャンペーン月間は

制定し、啓発活動実施に賛同する5類提供施

設がJOTと協働で地域での啓発活動を行うな

どである。さらに、医師との強いコミュニケ

ーションが不可欠であるとの意見が多く、医

師との信頼関係の元に成り立つとの考えで

あり、医療側の対応も改善していく必要が求

められる。特に臓器のみではなく、ドナーの

精神性の命も移植されていくように努める

べきである。 
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